
１.  はじめに

　今日の人類が共通に直面している問題はいくつ

もあるが，そのうちでも特に喫緊の問題の１つが

「地球温暖化」問題であろう。地球温暖化問題

は，現象面から見れば自然科学の分析対象という

ことになろうが，その原因は我々の日常生活や生

産活動での化石エネルギー消費と密接に関係して

いる。約１４億人という世界一の人口を抱える中

国は，１９７９年の「改革・開放」以来，経済が著し

い成長を続けている。それに伴ってエネルギーの

消費とCO２ の排出も急速に増加している。特に，

２００１年に世界貿易機関（WTO）加盟国になって

以来，貿易と直接投資を通して，中国は先進工業

国との経済連携を深めるとともに，国際的な競争

に打ち勝つために，技術革新や生産性の向上をは

かり，安い労働力という比較優位要因を生かし

て，輸出を増大させて外貨を獲得し，それが所得

の上昇と設備投資に振り向けられ，消費と生産の

拡大を導き，「世界の工場」と言われる状況になっ

た。中国は２０１０年，実質GDPで日本を抜き，ア

メリカに次ぐ世界第２ 位に台頭したが，エネル

ギー消費やCO２  排出量では，すでにアメリカを

抜いて世界第１位となった。しかし，２０１０年の

時点で，中国と日本はGDPでは同規模であるが，

CO２  排出量で日本の６倍強，エネルギー消費量で

日本の５倍弱である。エネルギー消費とCO２  排

出の面では多くの問題が残されており，世界の関

心を集めている。

　一方，２０１５年中国政府は，２０３０年までCO２ 排

出量を２０３０年前後にピークに（できるだけ早く

ピークに導く），GDP当たりのCO２  排出量を

２００５年比で６０～６５％引き下げる行動目標を決定

した。中国は２００９年に２０２０年までにGDP当た

りCO２  排出量を２００５年比で４０～４５％減らす「自

主目標」を掲げていた。今回は目標を国連に提出

することで世界に約束することになる。今後中国

は経済成長に伴って，エネルギー消費量の増加傾

向はまだ続くと考えられる。中国の２０３０年まで

のCO２ 削減目標は実現可能か。中国におけるCO２ 

の排出状況，排出特徴，増加の背景及び温暖化問

題に対する解決策等が，全世界から注目されてい

る。エネルギー消費はCO２ 排出の主因であるた

め，削減対策を検討する基礎としてエネルギー消

費起源のCO２ 排出特徴を明らかにする必要があ

る。

　なお，中国の最新のエネルギー統計によると，
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これまで中国政府が発表していた２０００年以降の

石炭消費量は過小評価されており，実際には年間

で最大１７％多く石炭を燃やしていたと報じた。一

方，中国の石炭は灰分が多いのでトン当たりの

CO２ 排出係数は実際には低く，それを考慮した

CO２ 排出量は低めになるとの研究もある
２）。

　そこで，本稿では，新しく修正更新されたエネ

ルギー消費量を使って，２０００年から２０１４年までの

エネルギー消費起源のCO２ 排出量を詳細に推計す

る。さらに，要因分解（Decomposition Analysis） 

の手法で中国のCO２ 排出に影響する要因と影響

度を分析し，CO２ 削減の手段を検討する。

２. 分析手法
　
２.１　 CO２ 排出量の推計

　エネルギー消費起源のCO２ 排出量の推計につ

いては，燃料種類別エネルギー消費量に発熱量当

たりに換算した燃料種類別CO２ 排出係数
（1）を乗

ずることにより，下記の式（１）で推計される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（1）

　ここで，C ：CO２ の排出量。

　　　　　 i ：  各部門（各産業或は各業種）。
　　　　 　j :   エネルギー品種。
　　　　　 Eij : i 部門（産業或は各業種）j 品種の
　　　　　　　  エネルギー消費量。

　　　　　aj :   j 品種エネルギーのCO２ 排出係数。
　本稿では，２０種類のエネルギーを考慮した。

その中の１８種類のエネルギー（電力と熱供給を除

く）のCO２ 排出係数について，気候変動に関する

政府間パネルの報告書（IPCC, ２００６）により作成

し，表１に示す。

　電力と熱供給は二次エネルギー（2）であり，最終

消費では直接に CO２ を排出しないものの，火力発

電では多くのCO２ を排出する。電力と熱供給の間

接的な排出については，中国エネルギーバランス

表（「中国能源統計年鑑」）により，電源構成（「中
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国電力年鑑」）から，２０００～２０１４年における電

力部門と熱供給部門のCO２ 排出係数
（3）（電力と熱

供給の生産量当たりの排出係数）を推計した（表

２に示す）。電力と熱供給の消費により生じた

CO２ 排出量について，電力と熱供給を消費した部

門に帰属させる。

２.２　 CO２ 排出特徴の要因分析

　CO２ 排出特徴の要因分析において，Kaya モデ

ル（4）はよく使われている。モデル式は式（2）に示

すものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
（2）

　ここで，C はエネルギー消費起源の CO ２   排出量，
E はエネルギー消費量，G は国内総生産（GDP），
P は人口を示す 。 CO ２ 排出量を変動させる要因
は，エネルギー消費当たりの排出強度（C / E），
GDP当たりのエネルギー強度（E / G ），一人当た
りGDP（G / P ）と人口 P という４要因に分けるこ
とができる。しかし，エネルギーは主に産業部門

と民生部門で消費されるが，産業部門と民生部門

のエネルギー消費特徴が異なる。従って，本稿で

はKaya モデルを産業部門と民生部門に分けた要

因モデルに改造しCO２ 排出特徴を分析する。

２.２.１　産業部門

　本稿では，一次，二次，三次産業別に，CO２ 排出

特徴を影響する要因を分析する。モデルを式（3）

に示す。

                                                                   （3）

　

　ここで，C：産業部門のCO２ 排出量。ｑ ＝ １, ２, ３：
一次，二次，三次産業。G：国内総生産（即ち
GDP）。G ｑ：各産業の国内総生産。E ｑ：各産業の
エネルギー消費量。C ｑ：各産業のCO２ 排出量。式
（3）に示すように，等号の右辺は４部分に分けら

れる。G はGDPである。本稿では，経済要因
（CG）と定義する。G ｑ /G は各産業の構成比であ
り，構造要因（CS）と定義する。E ｑ /G ｑは第ｑ次
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産業のGDP１単位当たりのエネルギー消費量で

あり，エネルギー消費原単位に相当し，原単位要

因（CI）と定義する。C ｑ /E ｑは第ｑ 次産業エネ
ルギー１単位当たりのCO２ 排出量であり，排出強

度要因（CM）と定義する。CO２ 排出量の増減は発

展水準などに関連する経済要因，産業構造に関連

する構造要因，エネルギー利用効率などに関係す

る原単位要因，エネルギー種類などに関係する排

出強度要因の増減が重なって決定されている。

　式（3）に対して，差分化してから積分すれば，

各要因の毎年のCO２ 変化への寄与を算出するこ

とができる。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （4）

　即ち，　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
（5）

　ここでΔは対前年の増分を表す。Δ r は交絡項
である。この方法は，複数要因の同時変化による

変化分をすべて交絡項に計上するのが特徴であ

る。要因分析方法は主に時系列の分析を行うた

め，交絡項を処理しないと，誤差の累積効果が意

外に大きく，モデルの計算結果の信頼性に問題が

残る。 Sun（１９９８）が  “共同創造，均等貢献”（jointly 

created and equally distributed）の理論による交

絡項の分解を行い，日本エネルギー経済研究所

（２００１）も完全要因分析法を提案したが，いずれ

も交絡項を均等割で各要因に帰属させている。し

かし実際には各要因の寄与は均等でない。そこ

で，筆者は交絡項を加重平均方法により分解す

る。式（6）に示す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                　　　　　　　　　　　　　　   　（6）

　ここで，Ck, Cl, Cm, Cn は式（4）,（5）による得られ

た各要因の影響結果である。k,l,m,n ∈ {G,S,I,M }。
w はウエイトである。wk l, wk l m, wk l,m,n はそれぞ

れ２要因，３要因，４要因が同時変化する場合の

ウエイトである。

　しかも，

　　　　　　　　　　　　　　　　　    　 　（7）

　仮に，　　　　　　　　　　 とすれば，

　経済要因の影響結果を下記の式（8）に示す。

　　            （8）

　構造要因の影響結果を式（9）に示す。

　　            （9）

 

　原単位要因の影響結果を式（10）に示す。

　　            （10）

　

　排出強度要因の影響結果を式（11）に示す。

　　            （11）

　

　以上の分析による交絡項Δ r は４影響要因に分
解されており，毎年産業部門のCO２ 排出量の変化

量は４要因の合計となる。

12）
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２.２.２　民生部門

　民生部門CO２ 排出の要因分解モデルを式（13）

に示す。

　                                       
（13）

　ここで，C：民生部門CO２ 排出量。P：人口数。
I：可処分所得。E：エネルギー消費量。中国の
民生部門では，生活水準，住宅様式，消費習慣及

びエネルギー消費構造などにより都市部と農村で

は大きく異なった特徴が見られる。特に，中国農

村ではエネルギー消費の多くを非商業エネル

ギー（5）のバイオマス燃料が賄っているため，都市

部と農村に分けて分析する必要がある。バイオマ

ス燃料は「カーボンニュートラル」として，燃焼

する際に，燃焼してもCO２ 排出なしとして扱う。

また，近年中国バイオマス燃料の消費データが公

表されていないため，下記の農村エネルギー消費

量分析ではバイオマス燃料を含まない。等号の右

辺は４部分に分けられる。P は人口数である。本
稿では人口要因（CP）と定義する。I /P は１人当
たり可処分所得であり，収入要因（CN）と定義す

る。E /I は可処分所得１単位当たりのエネルギー
消費量であり，収入水準の変化によるエネルギー

消費量の変動状況を表す。本稿では効用要因

（CU）と定義する。C /E はエネルギー１単位当
たりのCO２ 排出量であり，排出強度要因（CM）と

定義する。

　各要因の毎年のCO２ 変化への寄与を式（14）に

示すように算出することができる。

   　　　  （14）

 

即ち，　               　　　　　　　　　　　　 （１５）

　ここで，式（6）,（7）と同じように，加重平均方

法で交絡項（Δ r）を分解した。
　

　仮に，　　　　　　　　　とすれば

　人口要因の影響結果を式（16）に示す。

　　            （１６）

　収入要因の影響結果を式（１７）に示す。

　　            （17）

　効用要因の影響結果を式（18）に示す。

　　            （18）

　排出強度要因の影響結果を式（19）に示す。

　　            （19）

　毎年の民生部門CO２ 排出量の変化量は４要因

に分解される。

　　                         
（20）

３. 推計結果及び考察

３.１　 CO２ 排出量の推計

　２０００～２０１３年における中国のGDP，エネル

ギー消費量とバイオマス以外のエネルギー起源

CO２ 排出量を表３に示す。中国のGDP成長は非

常に著しい。GDPは２０００年の１１６９３９.３億元から

２０１４年の４３２６１７.３億元に拡大して，年間平均的

な伸び率は９.８％に達した。経済成長に伴ってエ

ネルギー消費量とCO２ 排出量も急速に拡大して

いる。エネルギー消費量は２０００年の１４.７億トン

標準炭から２０１４年の４２.６億トン標準炭（６）に増加

し，年間平均的な伸び率は８.０％である。CO ２  排
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出量は２０００年の３２.８億トンから２０１４年の９７.８億

トン（７）に拡大し，年間平均的な伸び率は８.３％と

なる。エネルギー消費原単位とCO ２  排出強度につ

いて，２００１年から増加している傾向が見られる

が，２００５年に最大となり，２００６年から減少する

傾向に転じている。

　２０００～２０１４年における中国CO ２ 排出量の推移

を図１に示す。中国CO ２ 排出量の構成から見る

と，民生部門CO ２ 排出量の割合は低く，１割強で

ある。産業部門CO ２ 排出量の割合は非常に高く，

９割弱となる。民生部門では都市部と農村の排出

量はほぼ同じである。産業部門では第二次産業か
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エネルギー消費量にはバイオマス燃料を含まない。CO2排出量はエネルギー起源だけを計上。 

表３　２０００～２０１３年における中国GDP，エネルギー消費量 と CO２ 排出量
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図１　２０００～２０１４年における中国CO２  排出量の推移



ら排出されたCO ２ 排出量が圧倒的に多く，総排

出量の７割強を占める。第一次産業の排出量は非

常に低く，総排出量の２％程度である。第三次産

業の排出量（交通部門を含む）は徐々に増加して

いる動向が見られるが，２０１４年時点で総排出量

の１５％未満である。第二次産業が最大の排出部

門となる原因について政治的側面から見ると，そ

れは中国政府が工業を優先的に発展させた政策の

結果である。中国政府は国民生活レベルを向上さ

せるため，GDP に対する貢献度が高い電力，セ

メント，化学工業，製鉄，製鋼などの産業に力を

入れている。これらの産業は，高い経済成長率を

保ち経済発展に重要な役割を演じている一方，大

量の廃棄物や汚染物を排出し，環境にとっては負

荷が重く，CO ２ の排出量も多い。

　２０００～２０１４年におけるエネルギー消費量と CO ２ 

排出量の燃料種類構成を表４に示す。液体燃料と

気体燃料のエネルギー消費量とCO ２ 排出量は少

ない。液体燃料と気体燃料のエネルギー消費量は

合わせて３割であるが，CO ２ 排出量は合わせて 

２割である。固体燃料，電力と熱供給のCO ２ 排出

量は８割を占める。特に，固体燃料と電力のCO ２ 

排出量は多い。中国では，固体燃料，電力と熱供

給のCO ２ 排出量はほとんど石炭の燃焼による排

出されている。その原因の一つは中国のエネル

ギー資源問題である。中国には石炭の埋蔵量が多

く，エネルギー消費の中心となっている。中国の

一次エネルギー（2） 消費構成について石炭は７割

前後を占めている。このようなエネルギー消費構

造を持つ国は世界で数少ないと言える。石炭は

CO ２ 排出係数が高いが，SO２，NOx と PMも大量

に排出され，中国大気汚染の重要な原因ともなる。

３.２　 産業部門の 　 CO２ 排出特徴

３.２.１　産業大区分別の特徴

　２０００～２０１３年における産業部門のGDPと CO ２

排出量を表５に示す。GDPの構成比から見ると，

第一次産業が減少，第二次産業が増加，第三次産

業が微増という特徴が見える。 CO ２ 排出量につ

いて，第一次産業のCO ２ 排出量は少なく，排出量

の構成寄与率も減少傾向にあり，２０１３年に２.１％

に減少した。第二次産業の排出量は２０００年の
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＊c:　表４の固体，液体，気体燃料は火力発電用を除く最終消費分だけを示した。 

表４　２０００～２０１３年におけるエネルギー消費量 と CO２ 排出量の燃料種類構成



２３.０億トンから２０１３年の７１.０億トンに増加し，３

倍強に増大した。さらに，第二次産業による排出

され たCO ２ 排出量も圧倒的に多く，構成寄与率は

８割を占めている。第三次産業の排出量も３倍強

に増大したが，排出量の構成比は小さく，１５％前

後に留まっている。しかし近年は第三次産 業CO ２

 排出量の構成比は徐々に増加する傾向にある。

　表６は式（8）～（12）による２００１～２０１３年にお

ける産業部門の各影響要因の計算結果である。表

中の数字はCO ２ の排出量を表す。マイナス数字

はCO ２ 排出の減少量であり，CO ２ 削減効果を持

つ。原単位要因と排出強度要因には削減効果があ

るが，経済要因と構造要因には削減効果がない。

また，本研究の要因分析モデルによる計算結果の

誤差が非常に小さい。本研究の要因分析モデルに

よる計算結果の誤差は非常に小さく，モデル精度

の信頼性は高いと考えられる。一方，２００１～

２０１３年における産業部門の各影響要因の累積効

果を図２に示す。現在中国産業部門のCO ２  排出

量増加に最も寄与している要因は経済要因であ

り，経済成長はCO ２ の排出を誘発する最大の要

因である。構造要因は，第二次産業構成の増加に

よる増加効果がある。排出強度要因は，多少変動

があるものの，石炭中心的エネルギー構造があま

り変わっておらず，微増の傾向にある。経済要

因，構造要因，排出強度要因の累積効果は，２０１３

年までそれぞれ７０.４, ４.０, ４.４億トンであった。原単

位要因は，CO ２ 削減へ最も寄与している要因であ

り，特に，２００６ 年に入ってからCO ２ の削減効果が

顕著になり，２０１３年まで２０.４億トンの削減効果

がある。２０００～２０１３年における中国CO ２ の削減

効果はほとんど原単位要因によるものである。

（１）  CO２ 排出と経済要因

　２００１～２０１３年における式（8）による経済要因

の影響変化について表７に示す。第一次産業と第

三次産業の影響は小さく，合わせて２割未満であ

る。第二次産業の影響は大きく，８割強を占めて

いる。表中の影響係数はそれぞれ生産額が１億元

増加した場合のCO２ 排出量増加値である。２０１３

年の場合に，GDPが １億元を増加すると，CO ２ 

排出量が２.２万トン増加する。また，第二次産業

の影響係数は第一，三次産業の影響係数より大き

い。２０１３年には第一，二，三次産業の影響係数は

それぞれ１. ２, ３. ６, ０.  ８万トン /億元である。第二

次産業の影響係数はそれぞれ第一，三次産業の

３.０倍，４.５倍である。第三次産業の影響係数は一

番小さく，第三次産業の経済成長によるCO ２ 排

出量の発生量が一番少ないことが分かる。
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表５　２０００～２０１３年における産業部門のGDPと CO２ 排出量
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                             表６　２００１～２０１３年における産業部門の各要因の影響結果　　　　　　　万トン
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（２）  CO２ 排出と構造要因

　２００１～２０１３年における式（9）による構造要因

の影響変化について表８に示す。表中（a），（b），

（c）はそれぞれ第一，二，三次産業の構造変化に

よるCO ２ 排出量の変化値である。第一次産業の産

業構造の変化による削減効果がある。第三産業に

は個別年次に削減効果もある。影響係数 a/d，

b/e，c/f はそれぞれ第一，二，三次産業の構成比

が１パーセント変化した場合のCO２ 排出量の変

化である。第二次産業の影響係数は第一，三次産

業の影響係数より大きい。２０１３年の場合，第一，

二，三次産業の影響係数はそれぞれ２３１８. ５, １３８８１. 
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表７　２００１～２０１３年における産業部門の経済要因の影響結果

表８　２００１～２０１３年における産業部門構造要因の影響結果



１, ３１５６. ４万トンである。第二次産業の影響係数は

それぞれ第一，三次産業の６.０ 倍，４.４ 倍である。第

二次産業の構成比が減少した場合に，より大きな

削減効果がある。例えば，２０１３年の場合に，第二

次産業の構成比が１パーセント減少，第三次産業

の構成比が１パーセント増加すると，１０７２４.７万

トン（１３８８１.１ － ３１５６.４）の CO ２ 削減効果がある。

２０１５年に，中国の経済成長率が２５年ぶり最低水

準の６.９％に低下した。産業構造の調整に積極的

に取り組んでいる。モデルの分析結果によれば，

今後産業構造の調整による多くの削減効果が段々

に出てくると考えられる。

（３）  CO２ 排出と原単位要因

　式（10）により計算した２００１～２０１３年における

原単位要因の影響変化について表９に示す。

　表中（a），（b），（c）はそれぞれ第一，二，三次産

業の原単位変化によるCO ２ 排出量の変化であ

る。産業部門の原単位の変化によるいずれも削減

効果がある。特に，２００６年以降，第二次産業の削

減効果が顕著である。影響係数 a/d，b/e，c/f は

それぞれ第一，二，三次産業のエネルギー消費原

単位が１パーセント変化した場合，各産業CO ２ 

排出量の変化である。第二次産業の影響係数は第

一，三次産業より大きく，第二次産業のCO ２ 削減

効果が大きいと考えられる。例えば，２０１３年に，

第一，二，三次産業のエネルギー消費原単位がい

ずれも１パーセント減少すると，第一，二，三次

産業のCO ２ 削減効果はそれぞれ１７８.３, ７１３６.７, 

１３６４.９万トンである。第二次産業は第一，三次産

業の４０.０倍，５. ２倍である。近年では中国産業部門

CO ２ 削減効果において第二次産業のエネルギー

消費原単位の貢献が大きい。これは近年の主要工

業部門の省エネ政策の推進による成果も大きいと

考えられる。

（４）CO ２ 排出と排出強度要因

　式（１１）により計算した２００１～２０１３年における

排出強度要因の影響変化について表１０に示す。

表中（a），（b），（c）はそれぞれ第一，二，三次産業

の排出強度の変化によるCO ２ 排出量の変化であ

る。産業部門の排出強度の変化による多くの年次

で産業部門の排出強度の変化による削減効果があ

るが，CO ２  削減量は大きくはない。影響係数 a/d，

b/e，c/f はそれぞれ第一，二，三次産業の排出強

度が１パーセント変化した場合，各産業CO ２ 排出

量の変化値である。第二次産業の影響係数は第

一，三次産業の影響係数より大きい。２０１３年の場

合に，第一，二，三次産業の排出強度は各１パー

セント減少すると，第一，二，三次産業のCO ２ 

削減効果はそれぞれ１７８.０, ６８６８.２, １２７７.２万トンで

ある。第二次産業は第一，三次産業の３８.６倍，
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表９　２００１～２０１３年における産業部門原単位要因の影響結果



５.１倍である。従って，第二次産業のエネルギー需

給構造の調整を工夫すれば，第二次産業の排出強

度の減少による大きなCO ２ 削減効果が期待でき

る。

　以上の分析結果により，中国の産業部門におい

て，第二次産業から排出されたCO ２ は産業部門

総排出量の８割を占める。さらに，経済要因，構

造要因，原単位要因と排出強度要因から見ると，

第二次産業の影響効果は第一，三次産業より大き

いことが分かる。第二次産業はほどんど工業部門

である。一体，工業部門では具体的に影響効果が

どうなっているか，詳細な分析が必要である。そ

こで，工業部門における具体的な影響効果につい

て詳細な分析が必要であるが，本稿では，次のよ

うに軽・重工業と主要産業に対する各要因の影響

効果について分析した。
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表１１　２０００～２０１３年における工業部門の工業生産総額と CO２ 排出量

表１０　２００１～２０１３年における産業部門排出強度要因の影響結果



３.２.２　工業部門の特徴

　２０００～２０１３年における工業部門（軽・重工業

別）の工業生産総額とCO ２ 排出量を表１１に示す。

工業生産総額の構成比から見ると，２０００年の時点

で，軽・重工業の構成比はほぼ同じであった。軽

工業は４７.５％，重工業は５２.５％を占めていた。

２０１３年には軽工業の構成比は３０.３％に減少し，重

工業の構成比は６９.７％に拡大した。CO ２   排出量に

ついて，軽工業のCO２ 排出量は少なく構成比も

減少する傾向にあり，２０００年の１４.４％から２０１３

年の８.９％に減少した。重工業のCO ２ 排出量は

２０００年の１９.４億トンから２０１３年の６３.８億トンに

増加し，３.３倍に拡大した。さらに，重工業のCO２ 

排出量は２０００年の１９.４億トンから２０１３年の６３.８

億トンになり３.３倍に増大し，その排出量は圧倒

的に大きく排出量構成比も２０１０年から９割を超

えた。

　２０００年以来，中国の工業部門ではCO２ 多排出

型・重工業に傾斜した経済構造への急激な変化動

向が顕著である。

　同様に，式（8）～（１２）による工業部門の各要

因の影響について計算できる。２００１～２０１３年に

おける各影響要因の影響変化を図３に示す。２００１

～２０１３年における各影響要因の累積効果を図４

に示す。現在，中国工業部門において経済要因は

CO２ の排出を誘発する最大の要因である。構造要
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因は，重工業構成比の増加による増加効果がある。

排出強度要因は，２００９年までほぼ横ばいの傾向

にあった。２０１０年からより大きな変動がある。

経済要因，構造要因，排出強度要因の累積効果は

２０１３年時点で，それぞれ９８.２, １０.１, ５.４億トンに達

した。原単位要因は，CO ２ 削減の最も重要な要因

である。２０１３年まで累計６６.４億トンの削減効果

がある。中国工業部門のCO ２ 削減効果はほとん

ど原単位要因の貢献によるものである。

（１）CO ２ 排出と経済要因

　２００１～２０１３年における経済要因の影響変化を

表 １２に示す。２００６年を除き軽工業の影響は小さ

く，重工業の影響が大きい。表中の影響係数はそ

れぞれ工業部門，軽工業，重工業の工業生産総額

が１億元変化した場合の，CO ２ 排出量の変化であ

る。２０１３年では工業部門の工業生産総額が１億

元変化すると，CO ２ 排出量は０.７万トン変化する。

重工業の影響係数は軽工業の影響係数より大き

い。２０１３年の軽・重工業の影響係数はそれぞれ

０.２, ０.９万トン /億元で，重工業の影響係数は軽工

業の４.５倍である。

（２）CO ２ 排出と構造要因

　２００１～２０１３年における構造要因の影響結果を

表１３示す。表中（a），（b）はそれぞれ軽工業と重

工業の構造変化によるCO ２ 排出量の変化である。

影響係数 a/c，b/d はそれぞれ軽工業と重工業の

構成比が１パーセント変化した場合のCO ２ 排出

量の変化である。重工業の影響係数は軽工業より

大きく，２０１３年の場合，軽工業と重工業の影響係

数はそれぞれ２０６０.７, ８９８８.９万トンで，重工業の

影響係数は軽工業の４.４倍である。重工業構成比

の減少による大きな削減効果がある。例えば，

２０１３年の場合，重工業の構成比を１パーセント減

少，軽工業の構成比を１パーセント増加させる

と，６９２８.２万トン（８９８８.９ － ２０６０.７）の CO ２ 削減効

果がある。WTO加盟国になって以来，中国政府

は高い経済成長率を保つため，工業部門への投資

を急速に拡大している。特に，鉄鋼，セメント，

非鉄金属，資源関連などの重工業への設備投資額

が大きく，現在，中国では多くの産業で「生産能

力の過剰」という問題が深刻化している。中国政

府は企業の生産能力を抑制し，企業の統廃合や淘

汰を実施するほか，一部設備の海外転換を促すな

どの対策を行った。CO ２ の排出削減について，生

産能力過剰の抑制政策の推進に伴いCO ２ 排出量

の構造要因による削減効果は段々に出てくると期

待される。

（３）CO ２ 排出と原単位要因

　２００１～２０１３年における原単位要因の影響変化

を表１４示す。軽工業と重工業のどちらにおいて

も原単位の変化による削減効果があり，特に，

２００６年以降業の削減効果が大きくなっている。

　影響係数 a/c，b/d はそれぞれ軽工業と重工業

のエネルギー消費原単位が１パーセント変化した

場合の軽工業と重工業のCO ２ 排出量の変化であ

る。重工業の影響係数は大きく，例えば，２０１３年

において，軽工業と重工業のエネルギー消費原単

位が各１パーセント減少した場合の軽工業と重工

業のCO ２ 削減効果はそれぞれ６６４.８, ６６１１.７万トン

であり，重工業は軽工業の９.９倍である。近年，

中国工業部門のCO２  削減効果において重工業の

エネルギー消費原単位の減少による貢献が大きい

ことが分かる。

　中国政府はエネルギー利用効率を改善するた

め，中国における最も重要な国民経済・社会発展

の五ヵ年計画の中にも省エネルギー目標が盛り込

まれ，第１１次五ヵ年計画で，エネルギー消費原

単位を２０１０年に２００５年比２０％削減，第１２次五ヵ

年計画で，エネルギー消費原単位を２０１５年に

２０１０年比１６％削減するという目標が提出された。

さらに，重工業におけるエネルギー多消費の産業

を中心として省エネルギー技術を積極的に推進し

ている。これらの政策の推進が原単位要因の削減

効果にも現れていると考えられる。

（４）CO ２ 排出と排出強度要因

　２００１～２０１３年における排出強度要因の影響変

化を 表１５示す。多くの年次において軽工業と重

工業の排出強度の変化による削減効果があるが，

削減量は大きくはない。影響係数 a/c，b/d はそ

れぞれ軽工業と重工業の排出強度が１パーセント

変化した場合，軽工業と重工業のCO ２ 排出量の

変化である。２０１３年の場合，軽工業と重工業の排
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表１２　２００１～２０１３年における工業部門経済要因の影響結果

表１３　２００１～２０１３年における工業部門構造要因の影響結果
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表１５　２００１～２０１３年における工業部門排出強度要因の影響結果

表１４　２００１～２０１３年における工業部門原単位要因の影響結果



出強度が各１パーセント減少すると，軽工業と重

工業のCO ２ 削減効果はそれぞれ６２３.２, ６２３８.１万ト

ンである。重工業の削減効果は軽工業の１０.０倍で

あるため，重工業のエネルギー需給における低炭

素化を図れば，より大きなCO ２ 削減効果があると

考えられる。

３.２.３　主要産業

　本研究では，式（８）～（１２）による中国工業部

門３９業種の各要因の影響結果を計算した。本稿

ではその中の１５主要産業（石炭鉱業，紡績業，

パルプ・紙加工品，石油・石炭製品，化学工業，

窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，一般機械器

具，専用機械器具，輸送用機械器具，電気機械器

具，情報通信機械器具，電力・熱力の生産と供給）

の影響結果を分析する。この１５主要産業の工業

生産総額は工業部門の６割を占めているが，CO ２ 

排出量は工業部門の８割を占めている。

（１）CO ２ 排出と経済要因

　式（８）により計算した２００１～２０１３年経済要因

の影響変化を表１６示す。石炭鉱業，石油・石炭

製品，化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄
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表１６　２００１～２０１３年における主要産業経済要因の影響結果



金属，電力・熱力の生産と供給７主要産業の影響

結果が大きく，主要産業の約９割を占めている。

影響係数A，B，C，D，E，F，G，H，I，J，K，L，M

とNはそれぞれ石炭鉱業，紡績業，パルプ・紙加

工品，石油・石炭製品，化学工業，窯業・土石製

品，鉄鋼業，非鉄金属，一般機械器具，専用機械

器具，輸送用機械器具，電気機械器具，情報通信

機械器具，電力・熱力の生産と供給の工業生産総

額が１億元変化した場合，CO ２ 排出量の変化で

ある。多くの産業の影響係数において減少傾向が

見られる。これは中国主要産業の生産効率の向上

によるエネルギー消費の減少が主要因であると考

えられる。影響係数には石炭鉱業，石油・石炭製

品，化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金

属，電力・熱力の生産と供給の影響係数が大きい。

（２）CO ２ 排出と構造要因

　２００１～２０１３年における構造要因の影響変化を

表１７に示す。石炭鉱業，石油・石炭製品，化学

工業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，電

力・熱力の生産と供給７主要産業において構造要

因の影響が大きい。多くの産業で産業構造の変化

による削減効果が見られる。表中，影響係数は対
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表１７　２００１～２０１３年における主要産業構造要因の影響結果



応する産業の構成比（３９業種を占める割合）が１

パーセント変化した場合のCO ２ 排出量の変化で

ある。石炭鉱業，石油・石炭製品，化学工業，窯

業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属の影響係数は大

きい。２０１３年の場合，これらの産業の構成比が１

パーセント変わると，CO ２ 排出の変化は１億ト

ン以上に達した。また鉄鋼業CO ２ 排出の変化量

は３.６億トンに達した。これらの産業構造を調整す

れば，大きなCO ２削減効果が出てくると考えられ

る。現在の中国工業部門には，代表的な生産能力

過剰産業として，鉄鋼，石炭，セメント，板ガラ

ス，アルミニウム，コークスなどの資源関連の産

業を挙げられる。これら産業の深刻な生産能力過

剰を解消するため，中国政府は様々な対策を取り

組んでいる。今後は主要産業の過剰生産能力の解

消に伴って，多くのCO ２ 削減効果が出てくると考

えられる。

　現在の中国工業部門には代表的な生産能力過剰

産業として，鉄鋼，石炭，セメント，板ガラス，

アルミニウム，コークスなどの資源関連の産業が

ある。これら産業の深刻な生産能力過剰を解消す

るため，中国政府は様々な対策に取り組んでいる
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表１８　２００１～２０１３年における主要産業原単位要因の影響結果



が，今後は主要産業の過剰生産能力の解消に伴っ

て， 多 く の CO２ 削減効果が出て くると考え られ

る。

（３）CO ２ 排出と原単位要因

　２００１～２０１３年における原単位要因の影響変化

を表１８示す。主要産業のエネルギー消費原単位

の変化による削減効果が大きく，１５主要産業の

削減効果が全工業部門削減効果の約５割を占め

る。中では石炭鉱業，石油・石炭製品，化学工

業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，電力・

熱力の生産と供給の削減効果が大きく，全工業部

門の約４割を占める。影響係数は対応する産業の

エネルギー消費原単位が１パーセント変化した場

合のCO ２ 排出量の変化である。石炭鉱業，石

油・石炭製品，化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼

業，非鉄金属，電力・熱力の生産と供給の影響係

数が大きい。

（４）CO ２ 排出と排出強度要因

　２００１～２０１３年における排出強度要因の影響変

化を表１９に示す。表中，石炭鉱業，石油・石炭

製品，化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄

金属，電力・熱力の生産と供給の影響結果が大き
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表１９　２００１～２０１３年における主要産業排出強度要因の影響結果



い。ある年次には排出強度の変化による削減効果

もあるが，全体的に見れば，その削減効果は大き

くはない。影響係数は対応する産業の排出強度が

１パーセント変化した場合のCO ２ 排出量の変化

値である。石炭鉱業，石油・石炭製品，化学工

業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，電力・

熱力の生産と供給の影響係数は大きい。これらの

産業のエネルギー需給構造を低炭素化すれば大き

なCO ２ 削減効果があると考えられる。特に，中国

の電力生産部門では特に大きな削減効果があると

期待される。

　以上の分析結果により，中国の工業部門におい

て，重工業から排出されたCO ２ 排出量は工業部

門の９割を占める。さらに，工業部門のCO ２ 排

出への各影響要因には，重工業の経済要因，構造

要因，原単位要因と排出強度要因の影響結果はい

ずれも軽工業より大きいことが分かる。重工業に

は１５主要産業（石炭鉱業，紡績業，パルプ・紙

加工品，石油・石炭製品，化学工業，窯業・土石

製品，鉄鋼業，非鉄金属，一般機械器具，専用機

械器具，輸送用機械器具，電気機械器具，情報通

信機械器具，電力・熱力の生産と供給）のCO ２ 

排出量は大きい。工業部門CO ２ 排出量の８割を

占める。その中では石炭鉱業，石油・石炭製品，

化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，

電力・熱力の生産と供給の各要因の影響が大き

い。これらの産業には構造の調整，エネルギー利

用効率の向上及び燃料転換による大きなCO ２ 削

減効果があると期待される。

３.３　民生部門

　２０００～２０１３年における民生部門の人口，収

入，エネルギー消費とCO ２ 排出量を表２０に示

す。２０００年以来，中国都市化の推進が速く，都市

人口は２０００年の３６.２％から２０１３年の５３.７％に拡

大した。可処分所得について，都市部と農村の格

差が大きく，都市部の１人当たり可処分所得は農

村の３倍となる。エネルギー消費量とCO ２ 排出量

は都市部の方が多く，約６割を占める。

３.３.１　都市部

　式（１６）～（２０）による都市部各要因の影響につ

いて計算した。２００１～２０１３年における各要因の

影響変化を表２１に示す。２００１～２０１３年における
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表２０　民生部門の人口，収入，エネルギー消費とCO ２ 排出量



各影響要因の累積効果を図５に示す。現在中国の

都市部では収入要因がCO２ の排出を誘発する最

大の要因となっている。人口要因は，都市人口の

増加による排出量増加である。収入要因，人口要

因の累積効果は２０１３年までそれぞれ４.６, １.８億ト

ンに達した。排出強度要因は多少の削減効果があ

るが，CO ２ 削減量は非常に少なく，２０１３年までの

削減効果は４００万トン未満である。効用要因は，

CO ２ 削減の最も重要な要因である。２０１３年まで

２.７億トンの削減効果がある。中国都市部のCO ２ 

削減効果は効用要因による寄与が大きい。表中，

影響係数はそれぞれ人口要因，収入要因，効用要

因と排出強度要因の変化率が１パーセント変化し

た場合のCO ２ 排出量の変化である。収入要因，

人口要因，効用要因と経済要因の影響係数はほぼ

同程度であった。
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図５　２００１～２０１３年における都市部各影響要因の累積効果　

表２１　２００１～２０１３年における都市部各要因の影響結果



３.３.２　農　村

　２００１～２０１３年における農村各要因の影響変化

を表２２に示す。２００１～２０１３年における各影響要

因の累積効果について図６に示す。中国農村では

収入要因が  CO ２ 排出を誘発する最大の要因であ

る。２０１３年までの累積効果は３.１億トンに達し

た。人口要因は農村人口の減少によりCO ２ 削減の

最も大きな要因であり，２０１３年までの削減効果

は約８０００万トンである。排出強度要因はある程度

削減効果があり，２０１３年までの削減効果は２０００万

トンを超えた。農村の効用要因の影響結果は都市

部と異なっている。２０００～２０１３年において，都市

部には多くの年次に削減効果があるが，農村では

２００７年前は全部増加効果であった。２００８年から

個別年次に削減効果があった年もあるが，削減量

は少ない。２０１３年までの効用要因の累積効果は
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表２２　２００１～２０１３年における農村各要因の影響結果
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図６　２００１～２０１３年における農村各影響要因の累積効果



６０００万トンを超え，CO ２ 排出を誘発する第二番の

要因となった。中国農村では，石炭とバイオマス

燃料は家庭での熱源と厨房コンロの原料として日

常的に使用されており，バイオマス燃料は家庭の

エネルギー消費量の８割程度を占める（寧，２００５, 

Tonooka, ２００３, ２００６）。農村の可処分所得の向上，

住宅環境の改善，生活水準の向上及び生活様式の

改善に伴って，農村居住者の意識としてバイオマ

ス燃料利用は開発に取り残された地域意識であっ

たり，貧困の象徴と受け止められていたりして，

一般に脱バイオマス燃料への要求のほうが強いと

言われており，高品質な商業エネルギーの使用に

興味を持つようになっている。農村家庭の燃料は

徐々にバイオマス燃料から商品エネルギーへ転換

している。特に，LPGと電力の消費量の拡大が顕

著である。商業エネルギーの使用は大気汚染防止

や燃焼効率向上にはつながるが，化石燃料消費の

拡大，CO ２ 排出量の増大及び燃料代の家計負担が

問題である。実は，バイオマスの燃料は「カーボ

ンニュートラル」の特性があるため，気候変動防

止の観点からはバイオマス燃料の有効利用が期待

される。農村と都市部では排出強度要因と効用要

因の影響結果は異なっていることについて，この

ような燃料転換が大きく関係していると考えられ

る。また，表の中で影響係数はそれぞれ人口要因，

収入要因，効用要因と排出強度要因の変化率が１

パーセント変化した場合のCO ２ 排出量の変化で

ある。収入要因，人口要因，効用要因と経済要因

の影響係数はほぼ同程度であった。

４．終わりに

　本稿では，Kaya モデルに基づいて，要因分解

モデルを開発し，更新された２０００～２０１３年中国

のエネルギー消費データを使って，産業部門と民

生部門のエネルギー消費起源のCO ２ 排出特徴を

分析した。本研究の結論と成果は次の６点に要約

される。

（１）中国エネルギー消費起源のCO ２ 排出量に

は，産業部門の割合は約９割，民生部門の割

合は１割強を占める。固体燃料から排出され

たCO ２ は８割，液体燃料と気体燃料から排

出されたCO ２ は２割を占める。

（２）産業部門において，工業部門から排出され

たCO ２ は８割を占める。モデルの要因分析

結果により，経済要因はCO ２ の排出を誘発

する最大の要因である。原単位要因はCO ２ 

削減へ最も寄与している要因である。構造要

因と排出強度要因の影響は小さい。

（３）工業部門において，重工業から排出された

　　CO ２ 排出量は工業部門の９割を占める。重工

業の中に，１５主要産業（石炭鉱業，紡績業，

パルプ・紙加工品，石油・石炭製品，化学工

業，窯業・土石製品，鉄鋼業，非鉄金属，一

般機械器具，専用機械器具，輸送用機械器具，

電気機械器具，情報通信機械器具，電力・熱

力の生産と供給）のCO ２ 排出量は工業部門の

８割を占める。その中では石炭鉱業，石油・

石炭製品，化学工業，窯業・土石製品，鉄鋼

業，非鉄金属，電力・熱力の生産と供給の各

要因の影響結果が大きい。

（４）民生部門では，都市部のCO ２ 排出量が約６

割を占める。収入要因はCO ２ の排出を誘発

する最大の要因である。排出強度要因は削減

効果があるが，CO ２ 削減量は非常に少ない。

効用要因は都市部のCO ２ 削減の最も重要な

要因であるが，農村ではCO ２ 排出を誘発す

る第二番の要因となる。中国農村と都市部で

のエネルギー消費構造変化と燃料転換の差異

が主因であると考えられる。

 （５）今後中国は経済成長に伴って，エネルギー

消費量の増加動向はまだ長期間継続すると考

えられる。２０３０年の削減目標を実現するた

めに，産業構造の調整，エネルギー利用効率

の向上，再生可能エネルギーと非化石エネル

ギーの開発，森林炭素吸収源の増加など積極

的に取り組んでいる必要がある。また，理性

的な経済成長，人口増加の抑制及び消費習慣

の改善によりCO ２ 削減効果も期待される。

（６）本研究のモデル分析結果による中国CO ２排

出特徴の分析は，将来CO ２ 排出量と削減量

の予測および政策効果の推計において役に立

つ基礎的な分析となる。　
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《注》　
 （1） CO２ 排出係数とは，１単位当たり対象燃料を燃焼す

る際に排出されたCO２ 排出量を１単位当たり対象

燃料の発熱量で除して算出するものである。

（2）天然・自然に採掘されたままの石炭，石油，天然ガ

スなどが「一次エネルギー」である。一次エネル

ギーをさらに加工・精製した電力，石油製品，都市

ガスなどのような（エネルギー転換によって生産さ

れた）燃料製品を「二次エネルギー」と呼ぶ。

（3）中国電力部門（或いは熱供給部門）のCO２ 排出係数

については，下記の式（�）で推計される。
 

       　　　　　　　　　　　　　　　　　
（�）

　

　　ここで，　　　 ： t 年における電力部門（熱供給部門）
のCO２ 排出係数。

　　　　  ：t 年における電力部門（熱供給部門）のCO
２ 排出量。

　　　　 ：t 年における電力部門（熱供給部門）の発電
量（熱供給量）。

　　　　  ：t 年における火力発電部門（熱転換部門）
CO２ 排出量。

　　　　 ：t 年における火力発電部門（熱供給部門）発
電量（熱供給量）。

　　　　：t 年における火力発電量の電力部門発電量に
占める割合（熱転換部門の熱供給量の総熱供給量に

占める割合）。

　　　　 ：t 年における火力発電部門（熱供給部門）燃
料種類別エネルギー消費量。

　　　　　  ：燃料種類別CO２ 排出係数。

（4）   東京大学の茅陽一名誉教授は，人類の活動とCO２ の

排出量との関係を表したモデルで，いわゆる「茅恒

等式」を提唱した。この式は１９９０年に IPCC（気候

変動に関する政府間パネル）にGDP成長と CO２ 排

出量抑制の関係を示す分析として報告され，IPCC 

の第４次評価報告書でも参照された。

（5）  商業エネルギーは市場を経由して金銭取引される

　　エネルギーである。非商業エネルギーは市場取引

を経由せずに調達するエネルギーである。本稿で

は，非商業エネルギーのバイオマス燃料は薪（小

枝，葉，間伐材を含む），農業廃棄物（トウモロコシ

の茎，葉，芯，麦わら，稲わらなど）とバイオガス

（メタン発酵ガス）を指す。

（6）  バイオマス燃料を含まないエネルギー消費量で

１２４.８EJ（エクサジュール）に相当する（標準炭の

発熱量は２９.３MJ/kg）。なおバイオマス燃料の統計

は２００４年に２.７億トン標準炭，７.９EJ（エクサジュー

ル）であった（その後公表統計なし）。

（7）   ２０１４年のセメント原料起源CO２  排出量は９.７５億ト

ンCO２  と推計され，合計１０７.６億トンCO２  である。

本研究ではバイオマス燃料を除くエネルギー起源

CO２  排出量だけを対象に分析する。
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《Summary》

                                     
Study of Decomposition of CO２ Emission Factors in China

                                   

Yadong Ning

（School of Energy and Power Engineering, Dalian University of Technology, 
Dalian, Liaoning １１６０２４, China;）

                                     

Abstract

　China ’ s CO ２ emissions increase has attracted world’ s attention. It is of great importance to analyze 

China’s CO ２ emission factors to restrain the CO ２ rapid growing. The CO ２ emissions of industrial and 

residential consumption sectors in China during ２０００ － ２０１３ were calculated in this paper. The 

expanded decomposition model of CO ２ emissions was set up by adopting factor-separating method 

based on the basic principle of the completed decomposition analysis. The results showed that CO ２ 

emissions of industrial and residential consumption sectors increase year after year, and the scale 

effect of GDP is the most important factor affecting CO ２ emissions of industrial sector. Decreasing the -

proportion of secondary industry and energy intensity is more effective than decreasing the primary 

industry and tertiary industry. The emissions reduction effect of structure factor is better than the 

efficiency factor. For residential consumption sector, and the income factor is the most important 

factor. In order to slow down the growth of CO ２ emissions, it is an important way to change the 

economic growth mode, and the structure factor will become a crucial factor.

Keywords: China, energy consumption, CO ２ emissions, emission feature, decomposition analysis


